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企業側が求める採用後のフォローアップのあり方 
 

藤本 純子（総合メディカル株式会社人事部 社員サポートグループ） 
  
１  はじめに 

障害者に長く働いて欲しいと願う一方、果たし

てそれができるだろうかといった不安や戸惑いが

ある。 

「働き続けるために」という視点で、障害者を

雇用する中で感じた課題や対応について２つの事

例を通して考察する。 

 

２  障害者雇用の経緯 

弊社は『良い医療は良い経営から』をコンセプ

トに病医院経営のトータルサポートを行っている

会社である。経営コンサルティングを中心に、病

院機器のリースや病医院施設の設計施工、また、

調剤薬局を全国展開している。従業員は約2800名

ほどだが、事業拡大に伴い、７～８年度程前から

急激に増えていった経緯がある。それまでは身体

障害者のみの雇用で、障害者法定雇用率は十分達

成していた。 

障害者法定雇用率の分母が増える中、また今後

もさらに増えていくことを踏まえ、どのように障

害者雇用を進めるべきかを検討し、３年前から知

的障害者を雇用することになった。 

 

３  知的障害者を雇用するにあたって 

（1）職務創設 

まずは知的障害者のための職務を２つ創った。 

一つは社員が研修を受ける施設の清掃業務で、

アウトソースしていたものを社内業務化した。稼

働率が高い施設のため、日常清掃部分でも数名の

知的障害者が雇用できると判断した。また経費削

減も目的のひとつであった。 

もう一つは本社内事務補助業務で、データー入

力やDM発送等を様々な部署から請負う形で始めた。

その後、名刺作成業務や郵便や宅配便の仕分け業

務などの業務が加わり、今後もさらに増やしてい

く状況である。 

 

（2）人材の確保及び採用 

人材は近隣の特別支援学校と、障害者の雇用を

支援する機関に声をかけ紹介を受けた。採用は面

接と実技試験を行い決定した。まずはパート雇用

(トライアル雇用制度利用)で勤務状況を見極め、

その後、継続して雇用していくか判断するといっ

た流れで行った。 

 

４  事例 

（1）事務補助業務担当Ａ社員 

Ａ社員は軽度知的障害と下肢に障害をもつ21歳

の男性。幼いころに両親が離婚し、母方の祖母と

長く生活していたそうである。中学、高校は特別

支援学校に進学。小学校の中学年程度の読み書き

ができ、高校では生徒会長として活躍したそうだ。

高校在学中にパソコン教室に通い、自動車免許も

取得している。 

Ａ社員は高校卒業後いったん就職したが、雇用

期間に定めのある就職であったため、当時就職活

動中であった。 

①入社経緯 

特別支援学校の進路指導の先生には、求める人

材像や担当業務について説明を行い、実際の勤務

場所の見学も行った。そしてＡ社員を推薦された

のである。 

Ａ社員は、採用面接では適切に受け応えができ

ており、可能性さえ感じられる内容だった。また、

実技試験(実習)でも、知的障害者のイメージとは

遠いスキルをもって取り組んでいたため、採用を

決定した。 

②仕事ぶり 

無遅刻無欠席のＡ社員であったが、入社して１

年経過した頃、そろそろ自立してもらおうと手を

離していったところ様々な課題が出てきた。 

イ.同じミスを何度も繰り返す。 

ロ.修正が利かない。 

ハ.間違いに対して言い訳をする。 

二.必要のない報告や作業が多い。 

ホ.仕事の準備や片付けができない(気付かない)。 

ヘ.都度の指示が必要。 

ト.出社時ボーっとしている。居眠りをする。 
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チ.休日は自宅で留守番。 

リ.給与の使い道がなく、家族が管理。 

③支援者へ相談 

 担当業務のやり方を簡単なものに変更したり、

疲労度を抑えるために勤務時間を短くしたが、課

題は改善されなかった。都度指示したり、繰り返

し注意が必要なＡ社員を見ていると、「今の仕事

を続けさせてよいのだろうか」と感じるようにな

り、特別支援学校の先生に相談した。「そんな状

況だと思っていなかった。事務は全く問題ないと

思っていた。今後の対応についてはケア会議を開

いて家族も一緒に考えましょう。」との助言を受

けた。 

 

（2）研修施設清掃担当 Ｂ社員 

Ｂ社員は重度知的障害の32歳男性。小学校、中

学校は普通学校で、高校から養護学校(今の特別

支援学校)に進学し、卒業後すぐにリネン工場に

就職した。しかし５年で退職。その後は福祉施設

に通いながら、再就職を目指し就業準備を行って

きた。 

母親と弟の３人暮らしで、家族全員知的障害者

である。母親、弟共に本人が以前通っていた福祉

施設の支援を受けている。 

①入社経緯 

近隣の支援機関に相談したところ、Ｂ社員を紹

介された。施設で様々な作業を体験し、就業準備

は整っており、また就職への意欲が高いというの

がその理由であった。面接と実技試験を経て、採

用を決定した。 

②仕事ぶり 

身体を動かす仕事が好きなＢ社員は、素直で明

るい性格で、コツコツと地道に仕事に取り組む姿

はとても好感がもてたが、一方で、身だしなみが

不十分だったり、気分の波があるという課題が

あったため、社会人としてふさわしい姿について

教育したり、支援機関に生活面のサポートを要請

して改善を図っている。 

③Ｂさんのつまづき 

当時は男性社員２名であったが、女性社員が２

名増え４名体制となった。そこからＢ社員に変化

が出てきた。 

イ.早めに仕事を終わらせ女性社員と私語をする。 

．  そのため仕事が行き届かない。 

ロ.本社社員が来る日だけ真面目にする。 

ハ.スケジュールや清掃内容を許可なく変更する。 

ニ.本社社員が来る日だけ身だしなみを整える。 

ホ.全体を仕切る。 

ヘ.気分の波が激しく、気分が悪い時やイライラ

している時は態度に出し、周囲に影響を与える。 

④教育や指導 

Ｂ社員は目の届かない所で勝手な行動をしてい

た。Ｂ社員に厳しく指導をし「今後も同じことが

続くようであればクビになる。」と伝えたところ、

その翌日にＢ社員から「もう我慢できません。辞

めさせてください。」という連絡がきた。 

⑤支援者のサポート 

 通っていた福祉施設の支援者から「母親から連

絡があった。何かあったのか？」と早々に連絡が

あったため、経緯を説明した後、支援者が自宅に

訪問してＢ社員の相談にのってくれた。その際、

安易にＢ社員をかばうことはせず、「何がまず

かったのか。どうすれば良いのか。」を一緒に検

討したそうだ。翌日Ｂ社員から「心を入れ替えて

頑張りたい。心配をかけて申し訳ない。」という

連絡が入った。 

 

５  事例を通じて 

Ａ社員、Ｂ社員を比較して「これからもずっと

働き続けられる」と感じたのはＢ社員である。で

は、Ｂ社員にあってＡ社員にないものとは何なの

だろうか？ 

①支援者がＢ社員のことを理解している。 

②Ｂ社員自身が得意なこと、苦手なことをわかっ

ている。 

③支援者との信頼関係が築けており、本人はもち

ろん会社も相談がしやすい。 

④『働く喜び』を金銭管理に連動して支援してい

る。 

⑤『働くこと』と『生活』を関連付けた支援によ

り、Ｂ社員を成熟させ、自立できる方向へ導い

ている。 

 

６  最後に 

会社が求めるフォローアップとは、勤務先に定

期的に巡回したり、何か特別な働きかけをするこ
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とではなく、学校の進路指導教育や就業支援の段

階から『就業準備』として積み重ねてきたものを

通じて就職した後も自然と創り上げられるもので

はないかと思っている。本人はもちろん、会社か

らも「何かあった時にこの人(機関)だったら相談

できる。」と感じられていれば、それでよいのか

もしれない。 

 そして、その他、事例を通して見えてきたこと

して、Ａ社員がもつような課題を会社の中で仕事

をしながら改善していくことがどこまで可能なの

だろうか。また、どこまで対応できるのか戸惑い

もあり不安もある。一社員として関わりながら、

学校教育の延長を求められているようで、その対

応に困惑している現状がある。 

障害者雇用として、会社に求められていること

とできることのギャップがあり、そこにフォロー

が必要だと感じているが、事例の様にフォロー

アップとして成り立つものと成り立ちにくいもの

もあることを実感している。 

－ 14 －



La Maison Service Center の歩み 
－見て 聞いて 分かって－ 

 
○尾上 昭隆  （サノフィ・アベンティス株式会社 ラ･メゾン･サービスセンター  所長） 

中田 貴晃  （株式会社アドバンテッジリスクマネジメント） 

小野寺 肇  （東京都立中野特別支援学校） 

古川 真理子（東京ジョブコーチ支援室） 

 

１  はじめに 

 サノフィ・アベンティス株式会社はパリに本社をお

くグローバルヘルスケア企業である。日本においては

2006 年１月１日に旧社同士が統合し製薬企業サノフ

ィ・アベンティス株式会社が誕生した。 

一般社員に比べ、離職率が高いといわれている障が

い者雇用においては、持続的雇用と戦力発揮をいかに

実現していくかが大きな課題である。その克服のため

には企業トップの理解、社内の風土構築は無論のこと、

彼らを身近な場で支える様々な関係者と連携をはかり

ながらの支援が必要不可欠である。障がい者雇用はコ

ミュニティ活動とも切り離せなくなっている今日、特

例子会社という選択を取らず、会社組織の一員として

迎え、「共に育ち合う」というコンセプトのもと、多く

の関係者と共に多面的支援による取り組みを行ってき

たので、ここに報告したい。 

 

２  知的・発達障がい者雇用に向けた当初の課題 

新会社設立当時は統合直後ということもあり、障が

い者雇用率の達成はもとより、社内の障がい者理解も

積極的には行われておらず、雇用の意識づけ、雇用計

画や戦略、雇用時の配慮や就労定着に関する議論が不

十分であった。その背景として、障がい者雇用に伴う

人的支援の必要性の理解不足、生産性への懸念、対人

関係に対する不安、ストレスへの脆弱性、業務の洗い

出しやマッチングの困難さ、リスク対応、環境整備に

要するコストなど、既存の枠組みを超える取り組みへ

の抵抗や不安感が内在していた。 

 

３  課題克服に向けた取り組み 

（1）雇用受け入れまでの社内環境づくり 

2007 年より障がい者雇用に関するサノフィ・アベン

ティス全世界共通の指針であるミッション・ハンディ

キャップ・コミットメントをもとに、企業自身と社員

の認知啓発の両面の取り組みから障がい者雇用及び戦

力化への Step を踏み出した。 

2007 年に障がい者採用の Task Force を立ち上げ、

インターンシップ受け入れを開始し、2008 年には障が

い者就職フェアへの積極参加、全国紙への求人広告な

ど採用活動も強化した。また社内でも定型業務洗出し

など職域開発に本格的に着手した。 

2009年４月に本社内に知的障がい者の就業の場とし

てラ・メゾンサービスセンター（以下「LMSC」という。）

を設立し、各特別支援学校より６名の新卒者を迎え入

れた。LMSC には社内外のコーディネータを配置し、雇

用の次段階として「教育」と「障がい者の働きやすい

環境づくり」の二軸での取り組みを開始した。この間、

会社全体の取り組みであるとの強い決意･姿勢をトッ

プマネージメント自ら全社員にメッセージを発信した

ことが雇用から戦力化へ向かう LMSC の強い後押しと

なっている。 

現在、LMSC では現在８名の障がい者（自閉症、学習

障害、その他の知的障がいを含む広汎性発達がい者）

が勤務しているが、彼らの行動障がいの特徴である「こ

だわり」｢常同行動｣「パニック」「奇声・独語」「自傷」

「多動」「偏食」などがどのようにしたら共に働く社員

に正しく受け止められるか、予防的･具体的対処も含め

て、事前に専門家のアドバイスを踏まえつつ組織運営

を行っている。 

 

（2）社内啓発活動による風土構築の取り組み 

社員の認知啓発の取り組みとして、新会社設立とと

もに“Building La Maison Together”の合言葉のもと

ポジティブな組織風土醸成をめざし、社員が手上げ式

で参加するラ・メゾンプロジェクトがスタートした。

その流れで 2007 年より障がい者雇用をテーマにした

「障がい者の働きやすい環境をつくるプロジェクト」

を立ち上げ、障がいと障がい者の理解推進をめざした

活動を開始した。 

2007 年は障がい者の就業環境に関する調査、会社制
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度・仕組みの研究、インターンシップ受入や講演会や

車椅子体験などを通じた社内への啓発活動を通じ、障

がい者の雇用環境整備を行った。2008 年には特別支援

学校や障がい者福祉作業所の訪問、障がい者受入企業

の見学を通じ、障がい者とともに働くためのノウハウ

の蓄積し、それを講演会、パネル展示、イントラネッ

トでの紹介などを通じて社内へ伝達した。2009 年には

「心のバリアフリーを実現し、楽しく働ける職場を作

る」をプロジェクト目標に、４月に新設された LMSC メ

ンバーの社内応援団である社内サポーターを形成した。

そして社員一人ひとりができるサポートについて考え

る機会を提供すると同時に、障がいがある社員と実際

に働いている社員へのインタビューの DVD を作成・公

開するなど、実際の体験談を共有化し理解を深める取

り組みを行なった。 

一方で、ラ・メゾンプロジェクトの企画する清掃ボ

ランティア、スペシャルオリンピックスボランティア、

川越工場フェスティバルでの活動（芋の子センベイ販

売協力、ミニウインナー販売）などのコミュニティ活

動に LMSC メンバーが積極的に参加したことは、彼らの

新たな社会参加を促し、彼らの成長とサポーターとな

る社員をさらに増やす大きな要因となっている。また

LMSC メンバーの主体的な社内活動ということでは、人

事本部とのコラボレーションで導入研修時に新入社員

とのランチョンミーティグを開催し、新入社員の障が

い・障がい者理解の底辺を広げる取り組みが今年で３

年目を向かえている。 
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図１  雇用開始前から雇用後の一連の取り組み 

 

（3）業務確保に向けた取り組みとマッチング 

LMSCとして本社内部署別説明会を単独実施すること

で、「業務の洗い出しアンケート」への協力実際の業務

供出、受け入れ部署の開拓依頼などに協力をえられる

環境づくりを主体的に行なった。最初は LMSC メンバー

のできる業務をまず模索し、様々な業務を供出した。

また臨時で発注依頼が生じた業務は、作業時間を測定

し、一人当たりの業務時間を割り出し、個別適正業務

測定と併せて月別、週別、日課の割付の参考とした。

また障がい特性を勘案した業務指導の工夫や必要な言

葉かけなどの配慮については、専門家のアドバイスを

取り入れた。 

 

（4）就労定着に向けた様々な取り組み 

①スケジュールの事前予告と日々の業務評価 

業務の安定就労・安定行動に向けて工夫したことと

して、朝礼時に日課を計画的に本人に分かるようにし

たこと、そしてスケジュール表に自分で業務を予めメ

ンバーが作成したマグネットで貼り付けることで事前

の理解と見通しをもてるようにした。 

また毎日終礼時に業務評価を行い、センター長とマ

ンツーマンでフィードバックをしている。 まず「ご苦

労様」と感謝の言葉を投げかけ、できるだけほめ、 課

題の指摘をする際は否定語より「何をしたらよいか」

を伝えるよう心がけている。  

②連絡ノートを介しての保護者との連携 

LMSCでは連絡ノートまたは業務評価表で会社と保護

者間で情報交換を行っている。前日までに起きていた

楽しいこと悲しいことなどの出来事を知ることで業務

指導、生活指導などに活かしている。 

③疲労のマネジメント 

初年度は１時間以上の単純作業に飽きたり、疲れた

表情をするメンバーが多かった。そのため長時間単純

作業時には 50 分業務＋10 分休憩を試み、パフォーマ

ンスの維持向上をはかるようにした。 

④社内外の相談窓口体制づくり 

安全配慮義務の観点から、体調不良や心の迷いがあ

ったときなどに産業医、看護師との相談を自由に利用

できる環境を用意した。また彼らを最も身近で支える

保護者に向けて、外部支援機関による相談窓口（従業

員支援プログラム：Employee Assistance Program、以

下 EAP）も提供し、家庭での悩みや不安など専門家に

相談できる場を設けた。 

⑤職場ソーシャルスキルトレーニングの導入 

日々の安定就労のベースとなる社会生活スキルの養

成を目的に、2009 年末より EAP 機関の臨床心理士によ

る月２回の職場ソーシャルスキルトレーニング（以下

La Maison Service Center
障がい者雇用・戦力化に向けてのStep

ⅠⅠ
ⅡⅡ

ⅢⅢ
ⅣⅣ

雇用の意識付け雇用の意識付け 雇用の計画雇用の計画 雇用時の配慮雇用時の配慮 雇用後の戦力化・定着雇用後の戦力化・定着

取り組み時期ときっかけ取り組み時期ときっかけ

経緯・工夫経緯・工夫

募集方法募集方法

募集経路等募集経路等

配慮の仕方と工夫配慮の仕方と工夫

負担軽減の方策等負担軽減の方策等

従事作業の対応や工夫従事作業の対応や工夫

技能向上の取り組み技能向上の取り組み

・・Top ManagementTop Management
MeassageMeassage

・ハローワークの指導・ハローワークの指導
・特別支援学校の指導・特別支援学校の指導
・インターン受け入れ・インターン受け入れ
・社内講演会・社内講演会
・業務洗い出しアンケート・業務洗い出しアンケート

・会社説明会（保護者）・会社説明会（保護者）
・社内説明会・社内説明会
・導入教育・導入教育
・・SSTSST（臨床心理士）（臨床心理士）

・産業医・看護師・産業医・看護師
個別面談個別面談

・職場巡視・職場巡視
ハローワークハローワーク
特別支援学校特別支援学校
地域就労支援センター地域就労支援センター

・・La La MaisonMaison ProjectProject
障がい・障がい・障がい障がい者理解者理解

・・SSTSST後個別面談後個別面談

・ジョブコーチ制度導入・ジョブコーチ制度導入
＊職場との合同会議実施＊職場との合同会議実施

・・La La MaisonMaison SupportersSupporters
Meeting Meeting 開催開催

・インターン継続受け入れ・インターン継続受け入れ
同行教諭による指導同行教諭による指導

・専門基幹による職場巡視・専門基幹による職場巡視
ハローワークハローワーク
特別支援学校特別支援学校
地域就労支援センター地域就労支援センター
福祉寮職員福祉寮職員

・ボランティア参加・ボランティア参加
・・La La MaisonMaison ProjectProjectとのとの
交流による業務創出交流による業務創出
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「SST」という。）の導入も試みた。「お互いのよいとこ

ろを認め、改善点を指摘し合い、共に成長する」コン

セプトのもと、「見る」「わかる」「できる」「教える」

といったプロセスを目指し、企業で働く社会人として

身につけるべきマナーや振舞いをはじめ、「電話対応」

などのコミュニケーションスキル、文書やメール作成

スキルの他、個別目標管理、健康管理、ストレスマネ

ジメント、余暇の過ごし方など、社会的自立を視野に

入れたトレーニングを定期的に実施している。 

⑥ジョブコーチ支援の導入 

 PC を活用する業務依頼の信頼性を担保し、LMSC の職

域を更に広げるチャンスの基礎を作ることを目的に、

ジョブコーチによる支援を 2010 年末より導入し、ワー

ド、エクセル４級以上を目指した指導を受けている。

各部門で依頼された業務に即して効率的に作業が行え

るよう、一定期間マンツーマンによる指導のもと、パ

ソコン業務の習熟をはかっている。 

⑦インターンシップの受け入れ 

LMSCメンバーのコミュニケーションの幅を広げる試

みを含め特別支援学校などからのインターンシップを

積極的に受け入れ、学校関係者との関係を可能な限り

継続させた。特別支援学校、作業所の先輩後輩など様々

であるが同じ障がいがある仲間との交流で逆に仕事を

教えるという思いやりの養成とモチベーションアップ

のためである。 

またハローワーク、学校関係、就労支援センターと

いった各関係者の定期的な職場訪問を可能な限り受け

入れ、各機関のフィードバックやアドバイスを積極的

に取り入れ、LMSC メンバー及び社員への適切なサポー

ト体制づくりにつなげた。 

⑧成長や成果、今後の目標や課題の共有 

年に１回、本人と SST 担当の臨床心理士を交えた３

者面談を実施し、個別評価を行うと共に、本人の頑張

りや成長ぶりと今後の目標や課題の共有を行った。評

価は人事へ送られ翌年の昇給に繁栄するシステムを導

入した。 

 

（5）支援関係者の連携強化に向けた取り組み 

2009 年より年に１度 LMSC メンバーを含めた社内関

係者、保護者、学校関係者、都の教育庁職員、ハロー

ワーク、就労支援機関、外部 EAP 機関が一同に集まり、

企業理念、それまでの成長の気づきや成果、今後の目

標や課題などを共有する La Maison Supporters 

Meeting を開催している。その年により全体会と合わ

せて保護者と支援機関も交えた面談、SST の研修デモ

ンストレーションやストレスマネジメントをテーマに

したワークショップを開催し、職場を離れた生活場面

においてもそれぞれの関係者が彼らの自立支援を行う

ための連携を深めていく取り組みを行っている。 

 

４  改善後の効果 

（1）障がい特性および障がい者の理解推進 

以上のような様々な取り組みにより、この３年間で

社内における障がい理解は当初の期待以上に浸透した

ものと思われる。その中でも、LMSC メンバーに全国の

各職場より 800 枚以上の感謝カードが届いたこと、

LMSC へ出入りする社員の数が増え、LMSC メンバーとの

コミュニケーションがとれる社員が増えてきたこと、

LMSCそれぞれのメンバーに社内サポーターが増えてき

たことは大きな成果の一つであり、社内風土構築の大

きな礎となっている。また LMSC メンバーの紹介 DVD を

全国の営業会議で上映したことにより、全国の MR

（Medical Representatives）が使用する名刺が障がい

がある社員によって作られていることが認識されたこ

とは、この企業の成長を支える「尊敬」「連帯」の輪を

広げるきっかけとなった。 

 

（2）業務マッチング 

「業務の洗い出しアンケート」の実施をきっかけに、

本社各部署より様々な業務が供出された。業務開始初

期はこれらの業務は臨時の依頼業務として扱われてい

たが、業務効率及びコスト面から徐々に LMSC にシフト

され固定化されてきた。これは数多くの業務の洗い出

しにより、メンバーそれぞれに適した業務が存在し、

かつ彼らのモチベーションの向上につながったことが

効を奏したものと思われる。その後、彼らができる業

務が増加し拡大してきたことにより、メンバーそれぞ

れに安定した業務の割り振りができるようになり充実

した日課を送れるようになっている。また LMSC メンバ

ーの働きが2010年度で社内振り替え計上で1,000万円

以上の利益を生み出し、LMSC がコスト集団ではなくプ

ロフィット集団として機能していることが一番の成果

である。 

 

（3）健康管理面 

産業医との定期面談の他、年１回の定期健診、メデ
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ィカルルームでの都度のメディカルチェック、看護師

による健康指導、食事指導、HSE（Health Safety 

Environment）によるリラックス体操指導などで少しず

つであるが体調不良による休みが減少している。 

 

（4）社会生活スキルおよび業務遂行力 

 職場 SST の継続的実施により、仕事の基本となる「報

告」「連絡」「相談」の定着をはじめ、社会人として必

要なビジネスマナーの定着や、家事など日常生活場面

での様々チャレンジの他、LMSC メンバー同士が共に教

え合い、時に注意や指導し合うといったリレーション

シップの風土も醸成している。またジョブコーチの指

導により、スピード・正確性・応用力の面で向上が見

られ、依頼される業務のレベルも少しずつ向上してい

る。これにより業務依頼の範囲も広がり、社内の戦力

としてのポテンシャルも更に高まってきている。 

 

（5）リスク対応 

交通機関などの遅れ、体調不良による病欠の連絡な

どは、SST の訓練により各自保護者の手を煩わすこと

なく自ら連絡できるようになった。 

また今回の東日本の大震災においても、日常の避難

訓練が早期決断に結びつき、LMSC メンバーは震災当日

は本社待機となった。この安全確保の決断は、２時間

以内に全保護者・関係者に伝えられ、その後学校関係

者へも無事を伝えることができた。日頃の SST 教育、

HSE（Health Safety Envirinment）部員による安全教

育は、47F での対応にも活かされ、全員机の下への退

避、即ヘルメット自ら着用する行動に移れたことは大

変な成果であった。翌日朝、47F からの非常階段をお

りて帰宅する行動も避難訓練通り冷静に行動すること

ができ、全員 11 時までに無事に帰宅することができた。

「備えよ常に」の教育の成果である。 

���に�る支�

���ーマン�向�・�ー��ー�の�性

組�風土・企業価�の向�

��・��支�機関との�� ��の��と��
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社
員

社員
社員 社員
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社員との共感
会社への愛着

周囲からの期待感

障害の認識が深まる
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ノーマライゼーション
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雇用を通じての社会参加
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障害者との交流
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するところの多様さ
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図２  LMSC の持続的雇用に向けたコンセプト 

５  今後の期待・目標・課題 

現在 LMSC では、e-shopping,による Web 上での申請

業務と在庫管理を LMSC に一元化できないかを本社の

業務改善プロジェクトに提案している。これは新しい

ソリューションの提案であり、組織横断的な懸案であ

ることから社内全体の業務効率はもとより生産性向上

にもつながり、LMSC メンバーの企業内での戦力として

の向上が十分期待できる。またこの２年間試験的に依

頼を受けてきたコピー＆ファイル業務は大量にも関わ

らず正確にこなしてきた実績を認められ、あらゆる部

署の研修資料作成はほぼ LMSC に固定化されてきたこ

とから、2011 年 11 月より LMSC の部屋面積が拡張でき

ることになった。これにより小規模コピーセンター、

名刺作成室、e-shopping 代理申請業務による文房具類

の一元管理などが可能になり、現在のメンバーへの職

域開拓および会社への貢献度は益々増大し今後の採用

に関しても期待できる土壌創りとなる。 

また将来このように多彩で質の高い業務を確保でき

れば、雇用とは別に就職を希望するインターン利用な

どの社会参加の場が提供できる可能性を秘めている。 

障がい者雇用は、職種の拡張が容易でない特性上、

現状業務の職種・量が頭打ちになり日課を確保できな

いことで尻すぼみになることが一番の懸念である。現

状に甘んじることなく LMSC メンバー一人ひとりが更

なる成長を遂げていけるよう彼ら自身の努力とともに、

関係者の持続的支援が今後の継続的課題となる。 

 

６  おわりに 

弊社の障がい者雇用の取り組みの中で最も重点を置

いてきたのは、社内外のコーディネーターの設置をは

じめ、彼らを支援する関係者の連携と社会資源の積極

的活用にある。これにより社内外に分散された人財や

情報など、バラバラに分散された部分をネットワーク

化し、シナジーを発揮させることで独自性を活かした

取り組みと社内の収益を生み出すプロフィット集団の

実現につながっている。そして現在の障がい者雇用支

援体制は、将来わが社の人財育成・社会貢献の二軸で

企業の持続的成長つながっていくものと考える。 

企業が生き残りをかけ業務改善を積極的に仕掛けて

いる今だからこそ、障がい者に対する職域開拓にもチ

ャンスがあることを提案し、今後も関係者の協力や支

援を受けながら LMSC メンバーの持続的な就労支援に

つなげ、企業文化を醸成していきたいと考えている。 
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第一生命チャレンジドにおける職場定着に向けた取り組み 
 

齊藤 朋実（第一生命チャレンジド株式会社職場定着推進室 課長補佐） 
 

１ はじめに 

第一生命チャレンジド株式会社は、第一生命保

険株式会社（以下「第一生命」という。）の特例子

会社として平成 18 年８月に設立された。親会社か

らの委託業務を主として、名刺印刷、書類発送、

清掃、洗濯、社内喫茶室運営、集中応接室での給

茶、テイクアウトカフェの運営と、様々な業務を、

田端・世田谷・東戸塚・日比谷・豊洲の５つの拠

点で展開している。 

当社では、知的・精神障がいのある方を中心に

雇用しているが、雇用においては以下の３つのポ

イントを基本としている。 

（1）個人と仕事のマッチング 

社員は、各業務において障がいの種別に関係な

く業務に従事している。働いていく過程でうまく

マッチしなくなった場合、他業務への異動を可能

にするなど、個人に合わせた業務を模索している。 

 

（2）就業時間の弾力性 

就業時間は、短時間からスタートすることが可

能で、必要に応じ時間をかけて延ばしたり、短く

したりすることも行う。 

 

（3）就労支援機関との関係 

地域の障がい者就労支援機関とは、次の２点の

関係作りを大切にしている。まず、日々情報共有

を行い、いざという時に一緒に動いてもらえる関

係作り（会社と支援機関）。次に、会社の人間に言

えないことを話せる関係作り（本人と支援機関）。 

 

以上の３点を重視しながら職場定着をすすめて

きた結果、現在 134 名（内障がいのある職員 88

名）が在籍している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 豊洲グループの立ち上げ 

豊洲グループ（以下「豊洲Ｇ」という。）は、昨

年（平成 22 年）から準備し、今年４月に業務を開

始した新しい業務グループである。豊洲Ｇのメン

バーは、とても楽しそうにいきいきと働いている。

何が職場定着にとって重要であるか、豊洲Ｇの立

ち上げを通し考察していく。 

（1）業務の内容 

豊洲Ｇでは、第一生命豊洲本社ビルにて①テイ

クアウトカフェの運営②第一生命の集中応接室で

の給茶業務を行っている。カフェは食堂の一角に

位置し、カフェラテ等の質の高い飲み物を提供し

ている。給茶業務は、第一生命への来客者である

外部のお客さまにお茶を出す業務で、緊張感があ

り状況に合わせた対応が必要となる。 

人員構成は、障がいのある職員（以下「職員」

という。）９名（知的７名・精神２名）・それ以外

のリーダー４名の計 13 名で、障がいの有無に関わ

らず、個人の能力に合わせた業務運営を行ってい

る。 

 

（2）豊洲Ｇのスローガン 

会社設立から５年が経過し当社の課題の１つに、

「主体的に動ける人間を育てる」ことがあげられ

る。言われたことをただやる社員ではなく、自ら

考えて工夫出来る社員を育てることが大切であり、

豊洲Ｇ立ち上げにあたっては一番の留意点とした。 

平成 22 年４月に豊洲準備室を設置。準備期間が

１年あり、時間をかけグループを作ることが可能

であった。最初の職員採用が決まった時点で、ミ

ーティングにおいて「皆で豊洲Ｇを作っていく」

をスローガンとすることを確認した。スタートラ

インは職員もリーダーも一緒、最低限のルール以

外は皆で決めていく。全員が主体的に立ち上げと

運営に関わっていくことを促していった。 

 

表１ 人員の動き 

 平成 22 年 （＊リーダー…異動 職員…採用） 平成 23 年 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

リーダー 1   1  1  1      

職員     1 2 2 2 2    1
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（3）実際の取り組みと考察 

①段階的で長期的な職員採用とリーダー異動 

早い時期から段階的な職員の採用とともに、リ

ーダーを準備室へ異動させた（表１）。それにより、

個々に合わせた育成が可能となった。また、２名

ずつ採用したため、同期とお互いに励まし合った

り、後輩の育成を担当したりする関係性の中で、

互いに育成し合うことが出来た。職員が作成した

育成マニュアルは、予想を超えていた（図１）。自

身が困ったこと等、経験が反映されたものが出来

上がった。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 育成マニュアル抜粋 

 
②全員参加で、一から作り上げる 

リーダーが一方的にマニュアル化せずに、職員

とリーダーがそれぞれの立場を越え、業務のスキ

ームを作り上げる。特に給茶業務では、「きれいに

見える所作は？やり易さは？お客さまにどう見え

る？」という視点を持ち、手が小さい人・手が震

える人など、個々の力に合わせたやり方を日々の

ミーティングで検討した。 

また業務日誌のフォームも、当社の他事業部で

はリーダーが作成することが多かったが、豊洲Ｇ

では職員が自ら必要項目を考えた結果、各自の毎

日の課題とその進捗状況、目標を記入する日誌が

出来上がった。より実態にあった使いやすいもの

になり、愛着も生まれているようだ。 

③質の高いサービスの追求 

カフェでは、以下の取り組みを実施。 

イ カフェのコンセプト決定 

「シアトル系の質の高いコーヒーを提供する店

を作る」ことに決定した。 

ロ カフェのイメージの共有化 

シアトル系コーヒー店の見学や取材をグループ

全員で実施し、カフェのイメージを共有化した。 

ハ カフェの店名とロゴマークを作成（図２） 

ブランドイメージを確立し、各自の仕事へのプ

ライド意識を高めることに繋げた。 

 

 

 

図２ ロゴマーク 

 

ニ セミオートのエスプレッソマシンの導入 

エスプレッソを１回ずつ豆から挽き抽出する、

扱う人の技術が問われる高度なマシンを導入した。 

ホ バリスタ研修の実施 

バリスタ講師を招き、実際のマシンで質の高い

エスプレッソとミルクフォームの作り方を学んだ。 

へ 上質なコーヒー豆の選定 

全員で試飲を重ね選定した。 

 

給茶業務では、以下の取り組みを実施。 

ト 実地訓練を実施 

第一生命日比谷本社集中応接室での実地訓練を

実施。業務に従事している方から研修を受けた。 

研修中に、第一生命から「お茶出しの際にブツ

ブツ言っている。時間がかかり過ぎる。」というク

レームを受けた。ミーティングにて、業務の重要

性と、今後は各自気を付けていくことを確認した。

この話の当人には、「今の状態では給茶を任せるこ

とは出来ない。まず、片付けからやっていこう。」

と話をした。仕事である以上、障がいがあるから

と許されるわけではない。クレームの内容を伝え

た上で、具体的な課題を確認していくことが大切。 

 

全体を通して以下の取り組みを実施。 

チ マナー・クレーム応対研修を実施 

プロの講師から「会社とは？お客さまとは？サ

ービスとは？」といった基本概念を一から学ぶ。 

 

プロフェッショナルな仕事を知ることで、質の

高い仕事をイメージしやすく、「バリスタを目指

す」など「その道のプロになる」という目標が設

定でき、各自の具体的な課題が明確になった。お

客さまへの質の高いサービスを意識し、業務にあ

たるようになった。 

④それぞれが自分の意見が言えるグループ作り 

準備期間中は研修場所が、３ヶ所（日比谷本社

集中応接室・喫茶室・田端）に分かれていた。 

全体ミーティングは、週１回実施。課題進捗状

況の報告をした。各研修場所では、朝と夕方実施。

毎朝職員がお互いの課題や目標を確認し、その日
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の研修内容を決定し実行した。 

皆が自分の意見を言えるグループ作りを意識し、

準備期間中は、時間があれば何度でもミーティン

グを実施。初めから誰もが意見を言えるわけでは

なく、例えば、あるリーダーは、「自分は、自分か

ら話すのは得意ではないけれど、豊洲Ｇの皆は分

からなければ自分から言ってくれるし、考えを伝

えてくれるから信頼出来る。だから、自分も言っ

ていこうと思うようになった。」と話している。 

信頼関係を築き、ミーティングを重ねることで、

自分の意見を言ってもいい風土が生まれ、「皆で豊

洲Ｇを作っていく」という気持ちが育まれている。 

一方で、従業員同士の距離が近いため衝突も生

じるが、「何とかしてほしい。」と訴えがあっても、

極力介入せずお互いで解決出来るよう「社会人と

しての対応」をしている。 

 
３ 豊洲Ｇの現在 

（1）現状 

４月末より業務開始。９月末現在、１日平均利

用カフェ 396 杯、給茶 105 人である。 

給茶業務では、５月に受付の方との電話連絡が

うまくいかず、「伝えた通り出来ていない。間違え

もある。」というクレームがあった。その直後、「電

話応対はリーダーで行う」対応に変えた。しかし、

想定内のクレームと発想を変え、次の工夫により

全員が応対するよう戻した。電話中は出来るだけ

周囲は静かにする、分からない場合は聞き返す、

この２点である。これを徹底し、現在は問題なく

出来ている。 

カフェでは、職員の提案により夏限定メニュー

を作成、バリスタを目指し各自スキルの向上を図

るとともに、お客さまへ顧客満足度アンケートを

実施し、より質の高いサービスを提供するため努

力している。 

 

（2）豊洲Ｇメンバーへインタビュー（口述筆記） 

①Ａさん 20 歳 知的障がい（平成 22 年９月～） 

【入社した頃】 

・コーヒーの提供は、片手出しが難しく、テーブ

ルの上にトレーをおいて出すように工夫してい

る。こぼすなど出すのに時間がかかっている。 

【業務がスタートしてから】 

・（カフェの仕事が好きだが）まずは給茶をやって

いる。最初はイスの並べ方やテーブルの拭き方

がうまくできなかったが、リーダーにコツを習

い出来るようになった。 

【今後の課題】（個人・全体） 

・スピードアップやお茶だしが出来るようになり

たい。カフェの仕事もアイスドリンク作りをす

るようになったので他のことも出来るようにし

たい。 

・グループ全体としては、今回のアンケートで「（カ

フェの商品が出てくるのが）遅い」とあったの

で、早くするように、やり方の工夫が必要だと

思う。 

【豊洲グループの良いところ】 

・自分達で考えて意見を出すところが良い。新メ

ニューの開発も皆で考えている。 

②Ｂさん 35 歳 知的障がい（平成 22 年 11 月～） 

【入社して良かったこと】 

・上司に悩みやプライベートなことを話せる。一

緒に食事に行くなど、親しみがあり素直になれ

る。前職場では、上司と部下の壁があり相談す

ることは出来なかった。 

【グループについて】 

・皆頑張っている。グチる人もいるがその時は前

向きに考えようと言う。 

・仕事だからきついことを言い合うこともあるが

仕方ない。最初からアドバイスせず、様子を見

て言い、否定しないようにしている。 

・お互いに言い合える関係がある。 

【仕事と自分の夢】 

・リーダーがバリスタの資格をとり、自分も取り

たいがブラックコーヒーが飲めず難しい。得意

なことを見つけたい。 

・（お客さまに来てもらうには）カフェラテのよう

に、コーヒーが苦手な人でも飲めるよう工夫す

ることが大事だとわかった。 

・他にどんな商品や味があるか勉強したい。 

・将来は友達と喫茶店をやりたい。 

・働く上でライバル意識は、向上心が持てて大切

だと思う。 

・グループとしては、他店にはない dl.café の名

物商品を作りたい。 

 

（3）インタビューを通して 

他のメンバーにも共通しているのは、全体の目

標を共有化することで、「豊洲Ｇをより良くした

い」と個人の目標や課題が具体的になっている。
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「豊洲Ｇの良い所は皆で意見を出し合えること」

と話す人が多く、きつい話し方で言い合っても、

「仕事だから仕方ない。」と割り切り働けている。 

また大半の人が、今まで出来なかったことや難

しいことが、出来るようになった喜びを感じてい

る。その喜びが「もっと出来るようになりたい」

というモチベーションに繋がっている。苦手なこ

とを任されたり、自分のやりたいこととは別の業

務を担当したりしても、不満を言う人はいない。

むしろ、会社から求められていることだと受け止

めて、次の目標への原動力となっている。 

 
４ 豊洲Ｇがいきいきと働いている理由 

（1）グループ内で誰もが意見を言える風土 

①会社やグループ目標の共有化が出来ている 

全体の目標を共有化することで、自分の求めら

れている役割を理解でき、個人の目標や課題の設

定に繋がっている。目標がはっきりすることで、

「より良くしていくためにはどうするべきか」と、

同じベクトルで仕事に取り組んでいる。 

②チームワークを大切にしている 

職場以外でも、障がいも含めお互いの個性を尊

重し、一緒に遊びや飲みに行くなど、同じ時間を

共有することで、信頼出来る関係を構築している。

図 3 は、昨年研修中に職員たちが必要性を感じ、

自ら作ったキャッチフレーズである。この内容を

見ても分かる通り、それぞれが豊洲Ｇを大切に考

えている。 

 

 

 

 

 

図３ 

 

③自ら考え提案し実行出来る 

スローガンの「皆で豊洲Ｇを作っていく」通り、

新メニューの提案など、出来る限り皆の中で決定

している。 

 

（2）業務に対する高いプロ意識 

立ち上げを通じ知り合った業者や、講師の方々

が、自分の仕事にプライドを持ったプロの方々で

あった。この方々に強い影響を受け高い意識が持

てた。カフェの見学で、「自分もやってみたい」と

いう気持ちが生まれ、その気持ちがエスプレッソ

マシンの導入に繋がった。マシン導入により「バ

リスタを目指す」という目標が持てた。当社でも、

操作の簡単な機械を導入した結果、「自ら考える機

会が減少し、考える力を養えない」ケースもあり、

反省をしている。難易度の高いマシンを導入した

ことが、プロ意識の向上と可能性を広げることの

大きな要因となっている。 

 

５ 社員の職場定着のために 

社員の職場定着という観点で考える場合、以下

の２点が重要である。 

（1）個人の力に合わせ育成すること 

豊洲Ｇでも、「手が小さい人」、「手が震える人」

が現在いきいきと働けているように、個々の特性

を個性と捉え、個人に合った育成を行うことで、

戦力になっていく。 

 

（2）障がいの有無に関わらず、企業人として求め

ていくこと 

「障がいがあるからこの程度でもいい」ではな

く、障がいの有無に関わらず、会社のルールや高

い品質を求めることが必要である。高い目標を持

ち挑戦することで、想像以上の力を発揮し、いき

いきと安定して働いていける。 

また、以上の２点のバランスをどのように図る

かが重要である。個人に合わせ過ぎても、組織と

しては機能しない。企業人として求め過ぎても、

個人がつぶれてしまう可能性が高くなる。一方に

傾き過ぎても、安定して働き戦力になる人財は育

たない。このバランスの図り方が難しく、当社で

も課題となっている。 

 
６ 最後に 

障がい者雇用では、まず障がいの特性によって、

「どうやったらこの作業が出来るようになるの

か？」という手法に囚われがちである。当社でも

ある事例ではあるが、人が働いていく上で一番大

切なことは、「この仕事をしたい。（その上で）こ

うしたい。こうなりたい。」という本人の気持ちで

ある。そして、この気持ちを基にし、本人を含め

た職場全体で手法等を考えていく。当社では、こ

の気持ちを育てていくことが、職場定着で一番の

キーワードであると考えている。 
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職場定着を支える雇用後支援に係る一考察① 

－株式会社万代における障害者雇用１０年の取り組みをふりかえって－ 
 

○北埜 哲也（株式会社万代 人事部マネジャー） 

眞城 順子（株式会社万代） 
  
１  はじめに 

株式会社万代は、食料品及び日用品等を販売す

るスーパーマーケットであり、東大阪市を中心に大阪

府下103店舗、奈良県20店舗、兵庫県18店舗、京都

府３店舗、三重県１店舗、計145店舗を展開している。 

弊社における障害者雇用については、低雇用率に

対する行政指導から雇用にむけて取り組み始めた経

過を平成13年の職業リハビリテーション研究発表会に

おいて牧らによって報告1)2)3)をしている。その後も、障

害者雇用の促進等に関する法律の改正（以下「雇用

促進法改正」という。）や人事担当者の異動など障害

者雇用をとりまく様々な社会情勢や環境の変化もあっ

たが、そのような変化にも対応しつつ、弊社が本格的

に障害者雇用に取り組み出して10年が経過した。 

牧の報告1)では「今後就労支援機関とともに長期継

続雇用への実現が達成するよう考察することとしたい」

と述べていたが、実際に10年が経過し、様々な変化や

課題にも支援者とともに試行錯誤しながらも対応して、

現在も雇用率の達成を維持し、多くの障害をもつ社員

にも活躍してもらえる状況が継続できている。 

本報告ではこの10年間の取り組みをふり返り、雇用

率の達成維持・長期継続雇用を目指して弊社としてど

う取り組んできたのか、就労支援機関のサポートを受

けてきたのか、職場定着に向けての課題やサポートに

ついて考察することとしたい。 

 

２  障害者雇用の取り組みについて 

（1）雇用の理念 

 地域貢献は、消費者の日常生活に対する商品提

供のみでなく、障害者への職場提供は地域や社会へ

の貢献として必要なことである。正しさの追求と地域貢

献を理念に小売業のロングセラー企業を目指す弊社

にとって、ノーマライゼーション理念の推進は、社会的

価値を高め、従業員の会社に対する帰属意識の向上

につながるとともに社業の発展につながると考えている。 

（2）雇用の経緯 

平成11年６月の障害者雇用状況報告では、1,786

人に対して身体９名、知的６名で雇用率は0.84％であ

り、法定雇用率1.8％には到底及ばない状況であった。 

当時、水産物の加工センター(現在は廃止)で塩干

物(ちりめんじゃこ)の包装業務で７名が勤務していたが

（殆どが知的障害）、本社事務、店舗販売業務に従事

する社員はすべて身体障害(主に内部障害)であり、

知的・精神障害は皆無であった。 

このような雇用状況から、平成11年10月布施公 

共職業安定所から「雇用率達成指導」を受けることと

なる。行政指導の内容は次の通り。 

①雇用率１.８％を達成するため、積極的な雇用に努

めること。 

②雇用を促進するため、就労場所の確保・職域改善

に積極的に取り組むこと。 

指導を受けるとともに、今後３か年の雇い入れ計画の

作成要請を受け、職業安定所雇用指導官及び大阪

障害者職業センターカウンセラーの支援のもと、人事

部長を筆頭に計画書を完成し、その内容は、経営トッ

プからも即座に承認されるものであった。雇用を拡大

するには、店舗で雇用していくことが必要であり、業務

は「買物カートの回収整理、カゴ整理や清掃などの業

務」で雇用を進めることとなった。当初は、渋川店、八

戸ノ里店の２店舗から開始し、人事部長、課長、店長、

職業安定所雇用指導官、大阪障害者職業センターカ

ウンセラー、雇用の候補者(障害者)が一同に会し、店

長に対する理解を促すとともに被用者の選考を実施し

た。当時、「障害者緊急雇用安定プロジェクト(厚労省

から日経連が委託実施)」による職場実習からトライア

ル雇用(当時３か月)並びにジョブコーチ制度の適用を

受けることで、障害者の職務遂行状況の進捗と店舗

管理者及び従業員の障害者に対する理解が今まで

以上に増し、障害者(雇用)に対する理解が乏しかった

弊社においては、非常に安心できるものであった。 

その後、次第に出店数の増加及びエリア拡大により、

当初３年で法定雇用率達成を目標としていたが、平成

12年６月の雇用状況報告では、１.６％までになり、平

成13年6月の報告では、２％を越える状況に及ぶことと

なり、２年を待たずして、法定雇用率を満たす状況を

現在まで継続している。 

（3）採用方法・雇用条件・福利厚生 

 地域障害者職業センターへ雇用対象者の人選を

依頼するとともに、公共職業安定所に求人票依頼、 

店長、人事担当者、職業安定所紹介担当、障害者職

業センターカウンセラー、ジョブコーチ、福祉施設関係

者が参集し、主に店長が面接官となり本社人事部も

フォローをしながら面接選考を実施。健康面、業務遂

行面(体力、適応力）を主な判定基準としている（雇用
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までの流れについては図１参照）。また、初めて障害者

を雇用する店長も多く、専用の面接シートを作成する

ことで容易に面接が行なえるようにしている。正社員と

しての雇用でなく、パートタイマーとして雇用している。

平成22年７月の雇用促進法改正までは社会保険加

入を必須とし、正社員の３／４以上の勤務条件として

いたが、改正後は、週30時間未満の条件を原則として

いる。短時間勤務から30時間以上の勤務への変更は、

本人の希望、会社の都合(業務遂行力、継続力及び

貢献度を考慮）、就労支援機関への確認をするなどし

て、総合的な判断のもと実施している。賃金等の条件

は、パートタイマーと同一の条件にしている（最低賃金

の適用除外はしていない）。正社員の障害者は正社

員に適用される条件と同様であり、障害者ということで

線引きはしていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 雇用までの流れ（スタンダードな採用方法） 

 

（4）店長・担当者等への教育・指導方法について 

 当初の職場実習期間において、カウンセラーまたは

ジョブコーチから店長・担当者に対して、障害について

理解を図るため、ジョブコーチ支援を活用してきた。主

に知的・精神障害の特性と候補障害者の特性及び留

意点について指導を受け、作業中特異状況が生じた

際は、都度本社人事部も連絡を受けつつ指示・指導

を受けている。 

 

３  雇用の現状 

弊社においては、コンプライアンス遵守の立場から

雇用率の達成維持は必須であるという考えに立ってい

る。 

障害者雇用に取組みを始めて10年、雇用率の達

成維持に向け取り組んできた結果、平成23年９月現

在の雇用の状況は次の通りである。 

（1）雇用職種 

雇用職種は次の通りである。 

①店舗軽作業：カート・買物カゴの整理、駐車場や駐

輪場の清掃(一部リサイクル容器の分別) 

②店舗販売：主に加工食品の陳列、日付管理、売場

の商品の整理整頓 

③本社事務：店舗で配布するチラシの印刷、各種書

類、郵便物の仕分補助 

④物流センター仕分作業：生鮮品の仕分け 

（2）雇用者数と雇用率 

事業所雇用割合だが、145店舗のうち76店舗の店

舗で上記①②の職種で雇用、その他本社③、物流セ

ンター④で雇用している。内訳は下記図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 職種別雇用状況（平成23年9月1日現在） 

 

平成23年９月１日現在の雇用者数は、身体障害者

は計52名（うち重度19名）、知的障害者は計64名（うち

重度３名）、精神障害者は計33名、合計149名である。 

 

 
図３ 障害主別雇用状況の変化（平成13年と平成23年の比較） 

  

平成12年の６月１日調査時点までは１.８%の雇用率

を下回っていたが、障害者職業センターをはじめとす

る就労支援機関と連携した障害者雇用の取り組みを

開始以後、平成22年の６月１日調査時点までは２％台

を超える雇用率で安定して推移していた。 

㈱万代での雇用までの流れ（スタンダードな流れ） 
 

①雇用事業所を本社人事部が候補店選抜 

       ↓ 

②店長に対して雇用を依頼 

       ↓ 

③求人内容の確認（仕事内容・時間等） 

 

④本社人事部より障害者職業センターとハローワークに

連絡。紹介依頼。 

・ハローワーク（求人票提出・紹介） 

・職業センター（状況・特性を把握している求職登録者

        についてハローワークと相談。） 

      ↓ 

⑤面接（支援者より特性を聞き把握） 

      ↓ 

⑥職場実習（約2週間）＋ジョブコーチ支援 

    ↓ 

⑦トライアル雇用（3ヶ月）＋ジョブコーチ支援 

    ↓ 

⑧通常雇用（毎年2月と8月の6カ月ごとの契約更新） 

   ＋ジョブコーチや就・生Ｃ等のフォローアップ 
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図４ ㈱万代雇用率の推移 

 

（3）雇用促進法改正への対応 

平成22年７月から施行された雇用促進法改正につ

いては、改正の一年少し前から情報を得ていた。短時

間勤務のパートが多数分母に加わることで雇用率達

成維持のためには相当数の障害者雇用にさらに取り

組む必要があった。しかし一度に多数の雇用は不可

能であると考え、平成21年６月頃から少しずつ取り組

みを始めた。 

平成21年６月１日の雇用者数で平成22年７月を迎

えた場合の雇用率は、１.４％、不足数22名の試算とな

る。これに平成22年度の学卒新入社員、新規店舗の

従業員増加を加味すると約35名の雇用が必要である

が、目標とする１.９％～２％とするには、45名の新たな

雇用が必要であった。 

そこで、従来のカート回収・カゴ整理だけでは受け

入れられる店舗がなく、他の職種に拡大せざるを得な

かった。販売業務の中でも、一般加工食料品の品出

しや売場整理などの仕事は、他の従業員との連携が

殆どなく時間に区切って仕事が進められ、比較的遂

行しやすい作業であり、ドライグロサリー部門での増員

に取り組むこととした。これとともに従来の身体・知的障

害から「精神障害」が増加することとなる。 

（4）雇用促進法改正による影響 

～精神障害者雇用への拡大 

平成22年７月からの雇用促進法改正では、短時間

勤務のパートが多数分母に加わるという変化とあわせ

て、短時間勤務者が雇用率の対象となることとなった

ことも重なって精神障害者が増加した。従来は精神障

害者の雇用を遠ざけていたわけではないが、勤務時

間・日数の量的な点において適切でない場合が多く、

逆に法律改正により短時間勤務の適正に合致したこ

とで、僅かではあるが一般加工食料品の品出し作業

の販売関係業務への職域拡大の実現につながる結

果となった。平成13年時点では精神障害者の雇用は

０人であったが、平成23年9月現在では33名雇用して

いる（図３参照）。精神障害者の雇用には不安を感じ

ると思われている企業の方も少なくないと聞くが、弊社

で精神障害者の方を実際に雇用して感じたこととして

は次の点があげられる。 

①仕事の質は、個人により相違があるが、知的障害者

より遂行レベルは高い。 

②長時間の勤務は、ストレスが重なる可能性が大きく、

むしろ４～５時間程度が適切であると感じている人

が多い。 

③人混みの中にいるとストレスを感じ不安定になる人

が多く、通勤時間帯や手段は留意ポイント 

④不安な人ほど質問も多く、細かなことまでいろいろ、

しっかりと応えてあげる根気が必要。 

⑤言葉で伝えても忘れることに不安、知的障害も同じ

で、具体的に絵や文字で伝えると殆どの人は安心

する。 

（5）長期安定雇用を目指した対応 

～就労支援機関・ケース会議の活用 

長期安定雇用を続けていくうえで生じる課題に対し

て企業内だけで対処するには困難がある。障害者がト

ラブルを生じたとき、特に知的障害者・精神障害者に

おいては、当人と会社で解決するのは難しく、保護者

や身元保証人に対しての理解を得ることが必要となる

場合もある。このような場 

合にハローワーク、職業センターに加わっていただくこ

とで理解していただき易い。また、ハロー 

ワークを介することによってトライアル雇用やジョブコー

チ支援制度等の制度が活用できる。ジョブコーチ支援

は、当人への「仕事習得指導」のみならず、従業員へ

の「障害者雇用」に対する理解浸透を進めていくうえ

表１ 改正後の雇用率の状況 

毎 月１日 時点  常用雇用 短時間雇用者 実雇用者数 カウント数 1.8%達成数 過不足数 雇用率

H22. 7 3,807 2,917 142 118.5 113 5.5 1.89% 

9 3,794 4,926 140 118.5 114 5.5 1.89% 

11 3,804 5,359 147 124 117 7.0 1.91% 

H23 .1 3,792 5,374 149 126.5 117 9.5 1.95% 

3 3,785 5,346 149 126.5 116 10.5 1.96% 

5 3,905 5,386. 149 126.5 116 10.5 1.95% 

7 3,867 5,378 149 126.5 118 8.5 1.93% 

9 3,896 5,332 149 126.5 118 8.5 1.93% 
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で極めて重要であると認識している。 

また、トラブルが生じた場合にはケース会議を実施

し今後の対応について協議することとしている（ケース

会議活用事例については表２参照）。ケース会議のメ

ンバーは、職業センターカウンセラー、ジョブコーチ、

施設関係者、店長、本社人事担当者等である。 

店舗軽作業においては、買物カートやカゴの整理

が主たる業務で、お客様と直に接する仕事であり、お

客様から嫌悪感を抱かれないようにすること、次いで好

感を持っていただくことが大切である。知的、精神障害

者が多く携わっており、接客のレベルには差があるが、

挨拶と接客用語「いらっしゃいませ」「ありがとうござい

ました」のお声がけ、お客様からのお問い合わせの対

応ルールを的確に実施することとしている。この対応を

良好なものにすることでお客様に好感を得ていただく

ことにつながると考えている。 

 

４ 今後の目標・課題について 

目標：万代で働いたことを家族にも喜んでもらえる会社

にすること 

課題：長期安定就労を実現するための職場づくり 

①既存者の作業遂行レベルの向上 

②所属長の障害者雇用に対する教育と従業員への

理解浸透 

経営理念に示すとおり「働く仲間」として、他の従業

員と同様の目標を持つことが必要であると考える。自ら

目標を見つけ、仕事を改善し、他者に教育や指導的

役割を求めることは、困難なことではあるが、他の健常

者従業員が仕事の指示や指導のみならず、休憩中の

会話なども含めコミュニケーションが自然体でとれるよ

うな職場にする必要があると感じる。正社員の異動は

定期的に実施されるため、正社員のみならず異動のな

いパートタイマーを含めて障害者の関わりを持つことが

重要と考える。 

支援者に対しては10年前の報告の際には相談を始

めた当初ということもあり、障害者職業センターのカウ

ンセラーの異動への不安を綴っていたが、この10年間

実際にカウンセラーが変わってもサービスの質が変わ

らず受 けられることは事 業 所 としての安 心 感 につな

がっている。今後も同様にその時々の課題に対応した

サポートを期待したい。 

まだまだ課題は多く、障害者雇用の取り組みに終

止符が打たれることはないが、トラブルが生じてもケー

ス会議を行い課題を分析し次のサポートにつなげてい

くことで、事業所の環境や配慮点を少しでもよりよくす

ることにつなげ、弊社で働き続けたいと願う社員が1人

でも多く長く安定して働ける職場づくりを継続して行っ

ていきたい。 

表２ ケース会議活用事例 
★事例A）お客様対応のトラブル回避・改善事例

①対象者：知的障害B2・３０代男性 
     カート・カゴ回収・整理業務に従事。 
②お客様からクレームがあがる。クレーム内容は 
 ・カゴやカートの直し方が荒い。怖い印象を持つ。 
 ・対応の仕方（答え方・言葉づかい）が悪い。 
 ⇒カート・カゴを集めることに必死で表情も怖くなり
  丁寧にゆっくりよりも「早く集める。早く直す。」
  が優先されていた。また言葉づかいも崩れていた。
③雇用後支援の内容 

ケース会議を実施（本人・職C・JC・就業生活C・店
長・本社人事担当）。「万代で働きたい」という本人の
意思を確認。継続雇用のためには、お客様からのクレー
ムにも対応するため、次の点を見直し意識し取り組む。

・職務内容の見直し（カート・カゴ整理メイン⇒クリ
ンネス・清掃メイン）→お客様との接点を減らす。

・言葉づかい・接客対応のルール（文言、誰にどうつ
なぐかの対応）を再確認。 

・意識化のため仕事に入る前に唱和。 
・表情で伝わりづらい→行動（頭を下げる等）助言。
・JCと就業生活Cのフォロー頻度をあげて強化。 

→契約更新のために守ってほしいルールやがんばってほ
しいことを店長から伝え、本人意識化。言葉づかい等
意識しがんばっている様子みられたため継続雇用に。

★事例B）精神障害者へのストレス対処事例
①実施の対象者：精神障害２級。リサイクル容器の分別

作業に従事。 
②H22年夏ストレスが強くリタイア寸前の状態に。 
 ゴミの有料化なども背景にゴミの量が増え、なかな 
 かリサイクル庫のゴミが減らない・なくならないこと

から焦りや汚れたトレイに対するイライラが募る。 
③雇用後支援の内容 

ケース会議を実施（職C・施設担当者兼JC・店長・本
社人事担当）。ストレスをため込まないように以下の点
を試してみることとし、JC雇用後支援を活用した。 
＊チェック表を作成。処理した袋の個数、当日のトレー

の状況(汚かった・ふつう）、メモ欄(自由記入欄)を書
き込む。視覚的（ゴミの量）ではなく実施した数字で
作業遂行状況が意識できるようにした。 

＊口頭での表現が不得手。書くことでストレス表出。 
＊作業量が明確にならないため最低処理量を本人の申告

をもとに決定する。 
＊店長からの声掛けを定期的に実施する。 

★事例Ｃ）長期欠勤・休職者の職場復帰事例
①実施の対象者：精神障害２級・３９歳男性 
 平成２３年２月半ばから休職（Ｃ以外の障害者雇用対

象者での長期欠勤者は無し）。 
②実施の基本的な考え方 
 パートナー社員の場合、半年ごとの雇用契約期間とし
ており、雇用期間満了までを休職期間としているが、休
職開始から契約期間満了日までの期間以降、復職日の目
途が立っていたため、雇用を継続した。 
③支援の内容 

会社側からの支援は、暫く会社と切り離すほうがよい
との担当医師の判断であり、特に何もしていない。休職
初期の段階では会社は逆に距離をおき会社と本人を切り
離 す こ と が 情 緒 を 安 定 さ せ る た め に は 必 要 な ケ ー ス で
あった。現状及び復職予定等について担当医、施設支援
者兼JCの３者で２回面談のうえ、状況を確認する。 
④職場復帰にあたっての支援活用例(リハビリ出勤中の就

労時間・業務内容の調整、ＪＣフォローアップ等) 
 職業センター、ハローワーク、ジョブコーチを交えた
ケース会議を実施したのち、8月末から復職。１日２時
間、週２日程度の勤務で復職し、現在は慣らし勤務にて
状況を見ている。３か月後に週20時間を維持できるこ
とを無理なく目指し支援機関とともに取り組んでいる。
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職場定着を支える雇用後支援に係る一考察② 

－株式会社万代における雇用後支援事例を支援者の立場からふりかえって－ 
 

○古野 素子（大阪障害者職業センター南大阪支所 障害者職業カウンセラー） 

北埜 哲也・眞城 順子（株式会社 万代） 
  
１  はじめに 

事業所における障害者雇用の取り組みについては、

平成13年の㈱万代における取り組みの報告1)2)3)を始

め、これまでの職業リハビリテーション研究発表会

の中でも多くの事例報告がなされている。これらの

報告の多くは障害者雇用(雇入れ)を進めることを目

指し取り組まれた報告が多く、職場定着が今後の課

題と考察されている報告が多い。 

実際に大阪障害者職業センター南大阪支所（以下

「職業Ｃ」という。）で行っている事業主支援では、

新規雇入れに関する相談だけでなく「次の課題は職

場定着」と話す事業所もみられるようになってきた。

また、地域に根差した就労支援や定着支援を行う障

害者就業・生活支援センター（以下「就・Ｃ」とい

う。）や関係機関からも、就職を目指した支援に加

え、雇用後課題が生じた時に「どのように対応した

らよいか」と職場定着を目指した雇用後支援に係る

相談もでてきている。 

これらの職場定着に係る事業所及び関係機関の

ニーズにあわせて効果的な支援や助言を行っていく

ためには、就労支援の実践の中から経験やノウハウ

を蓄積するとともに、有効であった支援について整

理・分析しておくことも大事である。 

本稿では、大阪を中心とした近畿圏で障害者雇用

に積極的な取り組みを開始してから10年を迎える㈱

万代への雇用後支援事例をふり返ることを通して、

課題に応じてどのような定着支援を行ったのかを整

理し、職場定着につながる効果的な支援について検

討することを目的とする。 

 

２  方法 

対象は、平成22年４月から平成23年９月の間に職

業Ｃが㈱万代に対して職場定着支援を行った16名の

雇用後支援事例を対象とした。それぞれの事例につ

いて導入時の支援状況、雇用後支援状況（課題・支

援内容・支援体制等）について項目を設定し、支援

内容について整理し、職場定着につながる支援傾向

の把握を行った。 

 

３  職場定着支援事例の状況 

この間㈱万代への定着支援を行った16名のうち平

成23年９月時点で継続雇用となり定着しているケー

スは14名であり、定着率は88％と高い。これらの

ケースに対して、定着につながるどのような支援を

行ったのか、属性や導入時の支援、雇用後の支援の

状況に注目し整理をしてみたい。 

（1）対象事例（本人）の状況 

対象とした16名の属性は図１の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 平成22度-23(上半期)定着支援事例本人属性(H23.9時点) 

 

表１ 対象事例の㈱万代における従事作業（計16名） 

 

 

 

 

 

 

 

㈱万代では、週20時間雇用、職務内容（表１参

照)、条件面（店舗への通勤・給与）といった事業

所の求人条件に対して希望と能力（適性）の一致す

る方であれば障害・年代を問わずに採用した結果、

20時間雇用の方が多く、年代は様々な年代の方に分

散している。障害種別については平成13年の報告の

際には知的・身体の方が主であったが、この10年の

間に精神障害者も雇用率算定基礎に含まれるように

なってきたこともあり、短時間雇用の条件とご本人

の働きたい希望条件が一致しやすい精神障害者・発

達障害者・高次脳機能障害者の割合が増えてきてい

ることも一つの傾向としてみてとれる（なお、発達

障害者の２名は療育手帳を取得、高次脳機能障害者

も精神保健福祉手帳を取得しており、全ての方が障

害者手帳所持者）。従事作業はバックヤードのみで

の作業に従事しているケースは少なく、お客様と接

点の生じる店舗内作業を含む作業に従事している

ケースが多い。 

 

◆店舗内作業含む…15名 

 ・カート・カゴ整理メイン…1４人 

（＋ゴミ回収、リサイクル仕分け、前出し、清掃、 

駐輪場整理含む） 

 ・グロッサリー部門前出し、品出しメイン…１人 

◆バックヤードのみ作業…1名 

 ・リサイクル（トレー・牛乳パック等）仕分け専門 

計16名 
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表２ 16事例に対する支援状況等 

 
ケース 

A B C D E F G H I J K L M N O P 

障害種別 知的 知的 知的 知的 精神 精神 発達
高次
脳 

知的 知的 知的 知的 知的 精神 精神 発達

雇用時期(平成) 22.10 23.4 22.12 22.5 22.8 23.3 21.8 21.7 22.4 21.12 22.3 22.10 14.1 21.8 22.10 21.11

雇
入
れ
時

★実習  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

職域開発援助事業             ○    

ＪＣ(雇用前)  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

★トライアル雇用 ○ ○ ○ ○ ○    ○   ○     

ジョブコーチ支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フォロー機関 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
―→
○ 

○ ○ ○ 

 
就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

サポ
Ｃ 

精神
生Ｃ

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

就・
Ｃ 

精神
生Ｃ

精神
生Ｃ

就Ｃ
ＧＨ

職場外相談   ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

雇
用
後
課
題

作業遂行 *1    ○ ○  ○ ○    ○ ○    

接客対応  ○        ○ ○ ○ ○   ○ 

お客様～クレーム          ○ ○ ○ ○    

本人の気持 *2 ○ ○ ○   ○ ○  ○ ○   ○ ○ ○ ○ 

体調管理      ○   ○     ○ ○ ○ 

生活面課題   ○      ○    ○   ○ 

ＪＣフォローで解決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○         

ケース会議         ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

本社（人事部）          ◇ ◇ ◇ ◇ ◇  ◇ 

店長          ◇ ◇ ◇ ◇ ◇  ◇ 

職Ｃ（Ｃｏ）         ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇  ◇ 

ＪＣ         ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇  ◇ 

就・Ｃ         ◇  ◇ ◇    ◇ 

ハローワーク         ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇   

その他             家族   ＧＨ

H23.9時点定着状況 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 

Ⅰ:現場レベルフォローで定着 Ⅱ:本社フォローも受け定着 Ⅲ自己都合退職
 

○：実施したもの ◇：ケース会議の参加者 
雇用後課題の補足 ＊１:作業遂行…安全な作業遂行・ルール、＊２:本人の気持ち…不安・ストレス・モチベーション等を含む。 

 

（2）雇入れ時における支援の状況 

＜支援者側のサポート＞ 

対象とした16名に対して行った支援の状況は、表

２の通りである。㈱万代での導入時の支援に注目す

ると次の支援を活用されていることが窺える。 

①試行機会(実習またはトライアル雇用)の活用 

同業同職種で勤務経験のあったケースＡを除く全

てのケースに実習を実施した上で雇入れを検討し、

トライアル雇用も含めると全てのケースに何らかの

試行の機会を活用されている。 

②ジョブコーチ支援の活用 

１ケース(M)のみジョブコーチ（以下「ＪＣ」と

いう。）支援の前身である職域開発援助事業を活用

されているが、フォローアップはＪＣによるフォ

ローを行っているためＪＣ支援とみなすと全ケース

においてＪＣ支援を活用されている。 

知的障害・精神障害・発達障害の方の特徴として、

求人票だけの情報では仕事や環境が面接だけではイ

メージしづらいといった特性があるが、実習やトラ

イアル雇用など試行の機会を活用し、体験してみて

「ここで働きたい」という意欲・意思確認できるス

テップを踏んで常用雇用に移行していることも職場

定着につながっている一つの要因ではないかと思わ

れる。また、事業所としても一見では能力や適性、

配慮事項が見えづらい特性がある。ＪＣ支援を活用

することにより、実際の職場環境や仕事で試しなが

ら、ご本人の能力や特性、状態像を客観的に把握し、

担当職務とのマッチングや要求水準、休憩時間の取

り方等の調整をできるだけ早い時期に行うことがで

きる。このことも職場定着につながっている一つの

要因ではないかと思われる。 

＜事業所側のサポート＞ 

 店舗で新規雇い入れを行う際、導入時には本社人

事部による次のようなサポートがある。 

①店舗の選定（受け入れ下地づくり） 

障害者雇用を受け入れる店舗はどこでもいいとい

うことではなく、仕事量（お客様の量）や店長の考

えなどを本社人事部で把握した上で雇い入れ店舗の

選定をしていただいている。そのことは雇用後「仕

事がない」等の課題が生じるのを防いだり、店長が

主体的な窓口になって関わっている環境づくりにつ

ながっていると思われる。 

②雇入れ時における本社のフォロー（ケース会議等） 

 ㈱万代全体としては障害者雇用に多数取り組んで

いるものの、新規雇用の際には初めて取り組む店舗

や店長であることが少なくない。雇入れ時のケース

会議には本社人事部の方も必ず入って頂き、他店舗

での障害者雇用の状況や支援活用状況を本社からも

伝えるフォローをしている。店長の考えや経験の有

無に偏らず、どの店舗でも同じような支援活用をし

ているのは、背景にこのような本社のフォローがあ

るからではないかと思われる。 

（3）雇用後支援の状況 

雇用後支援の課題と内容の傾向及び対応事例は図

－ 28 －



２の通りである。表２及び図２よりみられる雇用後

支援の傾向は次の通りである。 

①現場レベルフォローで定着に至っている群 

 本人の不安やモチベーション、疲れやイライラ

のコントロールなどご本人の悩みに対しての相談や

支援へ対応しているケースが多い。職業Ｃが支援し

た9ケース(A～I)の他にも就・Ｃの支援のみで定着

に至っているケースも多くある。表２からもわかる

ように、精神障害のケースは就職以前より相談の関

わりのあったご本人の住まいの近くにある精神障害

者地域生活支援センター等を活用しているケースが

多く、体調管理やストレス・疲労のコントロールに

関する相談などは、職場外相談等を活用している

ケースも多い。困りごとの内容によってはＪＣに相

談状況を連絡いただき職場に出向いて曖昧な点や困

りごとを店長に確認して解消する等のフォローを

行っている。ＪＣ支援だけでなく職場外相談も活用

した支援は発達障害や知的障害の方にも増えてきて

いる。 

精神障害以外の全てのケースは地域の就・Ｃが

フォローを行っている。定期的に支援者の訪問が意

識付けやモチベーションの向上につながるタイプの

ケースやSOSの発信が苦手なケース等については、

支援期間の定めなく、職場訪問や職場外相談などの

フォローが得られる就・Ｃにつなぎ、サポート体制

を強化している。知的障害の方の場合には、仕事に

慣れてきた際に収入を得ることで金銭管理や余暇の

過ごし方、家族や友人とのトラブルなど生活面の課

題が生じ、ご本人の気持ちや生活リズム等の安定に

影響を及ぼすこともまれにみられる(ケースC,I,P)。

生活支援とつながった支援や職場外での相談・サ

ポートを就・Ｃ支援で受けている事例も複数みられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②本社フォローも受け定着に至っている群 

 小売店舗の障害者雇用の特徴の一つでもあるが、

本人が仕事に慣れ一緒に働く事業所の方に理解を得

るだけでは良しとはならない。不特定多数のお客様

との関係において問題（クレームやトラブル等）な

く作業遂行することが求められる。雇入れ時に個々

の特性にあわせて支援をしていても慣れに伴いルー

ルが曖昧になったり意識化が薄れる等からお客様に

関わる課題が生じることもある。より困難性の高い

喫緊に対応策を検討しないといけない場合もあるが、

その時㈱万代では「ケース会議」を活用されている。

ケース会議前には「課題改善がなければ雇用継続は

難しい」という状況のケースでも、現場＋本社＋支

援者で集まり課題の共有と対応策の検討を行ったと

ころ、様々な立場・視点から知恵や工夫をもちよれ

ば新たな対応策のヒントが出てくることが多い。具

体的な対応策としては、再発防止のためのルール

化・職務内容の見直し、休憩の取り方や場合によっ

ては配置転換など支援者だけでは対応できないもの

が多い。いずれのケースもケース会議で検討した対

応策で支援を行った結果、クレームやトラブルの再

発防止につながりいずれも継続雇用につながっている。 

③自己都合退職に至った群 

 ケースOは通所していた就労移行支援事業所でも

安定しており本人の意欲もあったのだが、数か月

たってしんどさ（じんましん等）がでてきた。接す

る人が限定され自分のことを理解してもらえる人間

関係の中では安定していたが、不特定多数のお客様

に特性伝達や配慮を求めることは難しく、バック

ヤードのみでの作業に限定することもこの店舗では
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        職場                            職場外 

 

図２ 雇用後課題の内容と傾向・対応事例  
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(クレー��) 
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作業�� 
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ニケー��ン 

本人の気�� 

( 不 安 ・ ス ト レ ス

� � � ー � � ン )

体��� 

日��活 

経��活 

ケース会議 

●対応事例…ケースM 
課題：スピードアップを意識し気が焦り、カゴ 

を担いで運ぶ。前方不注意でお客様にカゴ 
をぶつけてしまった。 

対応：本社含めてケース会議実施。対応策検討。
・お店の要求(安全＞スピード)再確認 
・作業ルールを再確認(店長・本人・支援者) 
・焦ってパニックになった時用の対応…文言を書

いたセリフカードを作成 
・日頃の店長・家族からの声かけに加えて支援者

が定期訪問しルール確認と順守をほめて強化。
※就・Cにつなぎサポート体制を強化した。  

●対応事例…ケースＢ 
課題：経験のないことへの不安高い。お客様に聞

かれたことのない対応が不安でレジ回りへ
のカゴ回収に苦手意識があり避けている。

対応：ＪＣフォロー訪問時にサポート 
・本人へ→ＳＳＴ活用して場面に応じた対応方法

の練習＋対応ＯＫのプラスのフィードバックで
 経験づくりと自信ＵＰを支援。 
・事業所に本人特性(未知のことへの不安大)伝達

しサービスカウンターに繋ぐ練習に協力得る。
→実際に経験し、できた経験をつむことで安心。

レジ回りのカゴ回収も避けずにできている。  
職場 職場外
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難しかったため体調を優先し自己都合退職に至った。

このように「この会社への職場定着」だけでなく、

体調やしんどさ等を加味し、特性に応じた調整がど

うしても難しい場合には、より特性に応じた職務や

環境にあった場所での「継続雇用」を目指し相談や

支援をするケースもある。無理をしないことが双方

にとってよい場合もある。 

 

４ 考察 

 ㈱万代に対する雇用後支援を行った事例を整理・

振り返った結果、次のような点が特徴としてみられ、

障害者雇用の職場定着を支える支援として大事な点

ではないかと考えられる。 

（1）「事業所サポート」の特徴 

①店長を窓口にしながら、本社人事部（障害者雇用

担当）のバックアップが継続的にある。 

課題が生じた際、現場レベルのフォロー（課題が

小さい間）に解決・対応できることが一番望ましい

が、課題によっては本社からの助言やサポートを得

ることで現場レベル（店長）の協力が一気に加速し

たケースもある。 

②ケース会議の活用（地域の支援機関も活用した課

題への対策・支援検討の機会の付与）。 

 困難な課題が生じた時、事業所のみで「難しい」

と結論を出される前に、手のうちよう(対策・支援)

が何かあるならまずそちらを考えたい」と検討の機

会のチャンスをまず設けてもらい課題解決につな

がっている。「ケース会議」というツールの有効活

用が再発防止や雇用継続につながるポイントの一つ

と思われる。 

（2）支援者サポート」の特徴 

①個々の課題に応じた対応ができるサポート体制づ

くり～チーム支援の有効性 

 雇用後に生じる課題は作業面での課題だけにとど

まらず、生活面・体調面・気持ち(モチベーション

や不安等)に関することなど多岐にわたる。これら

の課題を早期キャッチすることや、迅速な対応を行

うためには職業ＣやＪＣによるフォローだけでは対

応しきれない。個々の課題にあわせて生活支援や職

場外での相談にも対応できる地域の身近な支援機関

と連携しチーム支援を行うことが、雇用後課題が生

じた際のスムーズな対応や効果的なフォローにつな

がりやすいのではないかと思われる。また、このよ

うなチーム支援の場合は事業主相談の窓口を明確化

しておくことも大事である。 

②ＪＣ支援の活用～①サポート体制づくりにも有効 

 導入時の不安軽減や手順習得、環境調整等の支援

だけではなく、個々の課題に合わせたケースごとの

サポート体制づくりと支援者同士のつながりづくり

は実際のケースへの支援を通して顔が見える形で行

うのが一番作りやすいと思われる。雇用後支援に機

能するナチュラルサポート体制として、その人、地

域にあわせたチーム支援体制づくりにもＪＣ支援は

有効と思われる。 

③「現場」へのサポート＋「本社（人事部）」への

サポート 

現場レベルへのフォローももちろん大事だが、店

舗に助言やサポートを行う本社人事部への相談やサ

ポートもあわせて重要と思われる。職業Ｃでは、同

業他社も含めた小売店舗でのＪＣ事例（クレーム・

課題とＪＣ対応例）の情報提供や情報交換の機会を

本社人事部の方と適宜行っている。本社人事部の方

へのサポートや気軽に相談できる関係づくりも定着

支援の対応力を高めるためには大切なポイントの一

つではないかと考える。 

④広域圏でも同様にサポートできる（職業Ｃのサ

ポートの特徴） 

上記のようなサポートは南大阪支所だけが行って

いることではない。実際には大阪（本所）、兵庫、

京都、奈良でも同様に職業センターを窓口に、個々

のケースごとの課題を個々のケースの支援者ととも

に対応を検討しサポートすることは可能であるし、

実際に行っている。このことは、本社周辺店舗だけ

でなく、安心して他県・他エリアでも障害者雇用を

拡大し進めていただくことにもつながる定着支援な

のではないかと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ㈱万代へのサポート体制 

  

㈱万代への事業主支援の窓口として10年支援する

中で、職業Ｃには雇用後支援を通して得られた経験

や事例がたくさんある。これらの課題への対応事例

はその事業所のノウハウにつながり、支援者にとっ

てもノウハウやスキルアップの機会となる。今後も

①困難な課題に対応しながら実践を積み重ねること、

②実践から得られた事例やノウハウを次の支援につ

なげることができるよう事業所や地域の支援者が活

用できるように還元し発信することが職業Ｃにでき

る役割として大事な点ではないかと考える。 
【参考文献】 
1）㈱万代における障害者雇用の取り組み①－地域の就労支援機関と連携して

障害者雇用を進めたスーパーマーケットの事例－牧研一㈱万代  
2)㈱万代における障害者雇用の取り組み②－施設における就労支援､地域障

害者職業センターとの連携から 高瀬修一     
3）㈱万代における障害者雇用の取り組み③－地域障害者職業センターにおけ

る事業主支援の視点から－ 藤村真樹    
１)２)３)ともに「第 9 回職業リハビリテーション研究発表会論文集」(2001 年) 
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